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《巻頭言》

各種喫煙室・喫煙所の違いと問題点について

はじめに
2020年は、日本にとって禁煙推進の歴史上、大
きな転機を迎えた年であった。改正健康増進法、
東京都をはじめ多くの自治体において受動喫煙防
止条例が施行され、公共の場における原則屋内禁
煙の罰則付き法整備が進んだ。しかし、「原則」と
されているのは、学校や行政機関といった第一種
施設以外では、喫煙室設置が事実上認められてい
るからである。今回はさまざまな喫煙室・喫煙所
の違いや問題点について考えたい。

1．いまだ不十分な受動喫煙防止対策
2004年に日本も批准した世界保健機関（WHO）
の国際条約「たばこの規制に関する世界保健機関
枠組み条約（FCTC：Framework Convention on 
Tobacco control）」は、翌年の2005年2月27日に
発効している。
本来であれば、5年後の2010年2月末までに日
本でも屋内を禁煙として、受動喫煙を防止する法
整備をしなければならなかった。実に10年以上
遅れての法整備だ。しかし、10年遅れたにせよ、
我々は喫煙・受動喫煙の害を裏付ける罰則付きの
法律を手にした。
一方、今回の法整備では不十分であることも事
実である。WHOの受動喫煙対策評価では、日本
は4段階評価中の最低ランクから、1ランクアップ
したに過ぎない。早期に再度の法改正による規制
強化が望まれる。

2．喫煙室を提供することの問題点
元々、喫煙室というものは、吸う人にとっても
吸わない人にとっても良いものではない。喫煙者は
狭い空間に押し込められ、本来なら吸わずに済む
はずの副流煙を大量に吸い込むことになる。また、
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喫煙室があるという環境は、禁煙したくても禁煙
できない状況を作り出す。
一方、喫煙室を作っても扉が開くたびに煙が漏
れるため、やはり受動喫煙は生じてしまう。私の
外来には、喫煙室で分煙にされている職場でも、
漏れ出る煙によって苦しくなると訴える喘息患者さ
んが数多く通院している。「望まない受動喫煙を防
止する」という法整備の目的は、喫煙室の設置では
何も解決できていないのである。
また、喫煙室があることで、吸わない人たちの
間では喫煙行為に対する問題意識が薄れる。吸わ
せてあげることが思いやりであると勘違いしてしま
う。筆者は、これが一番大きな問題であると考え
ている。喫煙室の提供は、喫煙・受動喫煙問題の
解決になるどころか、吸う人にとっても吸わない人
にとっても悪影響の多い選択肢と言える。

3．各種喫煙室・喫煙所の違いと問題点
A．屋内喫煙室（喫煙専用室・目的室・可能室など）
厚生労働省は、屋内の喫煙室を喫煙専用室、加
熱式たばこ専用喫煙室、喫煙目的室（施設）、喫煙
可能室（施設）の4種に分類している。

1） 喫煙専用室：いわゆる喫煙室である。扉の開閉
時に受動喫煙が生じることが大きな問題点であ
る。前述のとおり、わずかの煙成分にも反応す
る喘息患者などにとっては、「望まない受動喫
煙を防止する」という目的が達成できていないこ
とを訴えていく必要がある。

2） 加熱式たばこ専用喫煙室：この中では通常の飲
食が可能で、経過措置としながらも期限が定め
られておらず、加熱式タバコの有害性が過小評
価される点でも大きな問題である。加熱式タバ
コの有害性を多くの方々に知って頂き、各方面
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に働きかける必要がある。
3） 喫煙目的室（施設）2）

ア．公衆喫煙所：屋内の場所すべてを、専ら喫
煙場所とする施設。

イ．タバコ販売店：店内で喫煙可能な場所を備
えた店舗

ウ．シガー・バー等：タバコ販売店の出張販売
所として登録し、主食を提供しなければ、
通常のバーやクラブも喫煙可能となる。ま
た規制対象逃れのために、居酒屋や喫茶店
が「喫煙目的施設」に形式的な鞍替えするこ
とが大きな問題となっている。

 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か
らも、肺に吸い込んだエアロゾルを室内に
吐き出す危険性を訴えるべきだろう。

4） 喫煙可能室（施設）：現存する小規模の飲食店
（既存特定飲食提供施設）を対象に経過措置とし
て認めたものだが、受動喫煙被害が何ら改善さ
れない点で大きな問題である。多くの顧客が受
動喫煙のない店内空間が当然と考えるようにな
り、喫煙可能店を避けるようになることで自然
淘汰されていくだろう。

B．屋外喫煙所（指定喫煙所、特定屋外喫煙所など）
屋外喫煙所には、指定喫煙所、特定屋外喫煙
所、私設の屋外喫煙場所などがある。屋外喫煙所
や灰皿などは、しばしばタバコ会社から地方自治
体に寄贈されることがあるが、本来タバコ会社か
ら金品を受け取ることは、タバコ規制を緩めるよう
な政治的忖度が働く可能性があることから、FCTC
では禁止されている。FCTCに沿った法整備が不
十分な日本では、タバコ会社による喫煙室寄贈が
横行しており大きな問題である。

1） 指定喫煙所：各自治体が路上喫煙防止条例に
基づいて、指定した場所に設置する屋外喫煙所
である。歩行者への受動喫煙がないように設置
しなければならず、受動喫煙を受けた場合には
管理者に改善要請をすべきである。

2） 特定屋外喫煙所：本来なら敷地内禁煙であるは
ずの第一種施設（学校、病院、行政機関など）に
おいて、一定の基準を満たせば設置できる屋外
喫煙所のことである。施設利用者が通常立ち入
らない場所に設置しなければならず、受動喫煙
を受けた場合には速やかに管理者に改善要請す
る必要がある。

図1　各種喫煙室の違い 1）

（厚生労働省HP  http://jyudokitsuen.mhlw.go.jp/point/）
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3） 私設の屋外喫煙場所：タバコ販売店やコンビニ
エンス・ストア店頭などの私有地に設置された
灰皿周辺や、マンションのベランダなどで個人
的に使用する喫煙場所などが該当する。私有地
であるため規制が難しいが、受動喫煙被害が生
じているならば、私有地の所有者だけでなく、
自治体やマンションの管理組合などへ改善請求
すべきである。

C．喫煙室・喫煙所の規制・設置条件
改正健康増進法の理念は、屋内・屋外を問わず
望まない受動喫煙を防止することにある。したがっ
て、望まない受動喫煙環境がある場合は、管理者
には改善義務がある。
また、改正健康増進法では喫煙可能場所への20
歳未満の者の立ち入りを禁止している。これは、
すべての喫煙場所において、20歳未満の従業員に
対しても適用される。
さらに、屋内に喫煙室を設置する際は、非喫煙
場所への煙の流出防止にかかわる技術的基準に適
合していなければならない。
喫煙専用室や加熱式たばこ専用喫煙室は、基本

的には上記ⅰ～ⅲ）のすべてを満たす必要がある。
しかし、「施行時点に既に存在している建築物で
あって、管理権限者の責めに帰することができな
い事由によって上記基準を満たすことが困難な場
合にあっては、…一定の経過措置を設ける」との記
載もある。したがって、既存の建物内にある喫煙
目的室（施設）では、上記基準を満たさなくてもよ
い場合が出ることになる。
また、喫煙可能施設（既存特定飲食提供施設）で
は、「店舗内の全体の場所を喫煙可能室とする場合
の技術的基準は、壁、天井などによって区画され
ていることとする」と、ⅱ）のみを満たしていれば良
いことになっている。
一方、改正職業安定法では、従業員の求人募集
を行う際には、どのような受動喫煙対策を講じて
いるか明示することを義務づけている。
我々は、今後も喫煙室の規制・設置条件が遵守
されているか否かを、しっかり検証していく必要が
ある。

4．喫煙は嗜好ではなくニコチン依存症
喫煙は嗜好ではない。我々はこのことを、しっ

図2　煙の流出防止にかかわる技術的基準 1）
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かりと伝えていかなければならない。どんなに酒好
きの人でも、8時間の勤務時間が耐えられずに飲酒
する人は滅多にいない。だから職場内に飲酒室を
作る必要性は生じない。一方のタバコは、多くの
人が8時間の勤務時間すら耐えられず、イライラし
て仕事に集中できなくなる。だから職場内に喫煙
室を作らざるを得なかった。
喫煙室に何度も足を運び、ニコチンを摂取しな
ければ仕事に集中できない状態は、紛れもなくニコ
チン依存症である。ニコチンはアルコールよりも、
はるかに多くの人を依存にする。喫煙行為は決し
て嗜好ではない。喫煙が多くの病気を引き起こすこ
とは事実であり、喫煙を継続するよりも禁煙した方
が良いことは明白だ。禁煙しなくても良い理由を探
してしまうのは、ニコチン依存症であることを自ら
認めているようなものである。
ある意味タバコ会社に、ニコチンの依存にさせら
れてしまった人たちに、ニコチンや発がん物質など
の有害物質を摂取する部屋を提供し続けることが、
本当に思いやりなのかということを、多くの方々に
今一度考えて頂く必要があるだろう。

5．新型コロナウイルス対策と喫煙室
本来であれば2020年は、改正健康増進法、東
京都受動喫煙防止条例の施行後に、世界中から
多くの選手や観客の皆様をお迎えして受動喫煙の
ない東京オリンピック・パラリンピックが開催さ
れるはずであった。しかし、新型コロナウイルス
（SARS-CoV-2）のパンデミックにより、オリンピッ
ク史上初の開催延期となり、また多くの尊い命が
失われた。
実はSARS-CoV-2感染予防対策としても、喫煙
室の閉鎖・使用制限は大変重要である。まず、喫
煙は気道粘膜を障害するため、すべての呼吸器感
染症の罹患率や重症化率・死亡率を増加させ得る
が、特にSARS-CoV-2の場合には、細胞表面での
SARS-CoV-2侵入経路であるアンギオテンシン変
換酵素2（ACE2）の発現が、喫煙によって増加す
ることもわかっている 3, 4）。したがって、喫煙は新
型コロナウイルス感染症（COVID-19）のリスクファ
クターであり、実際に11,590名のメタアナリシス
でも、喫煙者ではCOVID-19が重症化しやすいこ
とが報告されている 5）。
また、呼出煙とともにウイルスが吐き出される可

能性も懸念されている。コロナ禍における受動喫
煙は単なる受動喫煙ではない。肺の中に吸い込ん
だ煙やエアロゾルを、ウイルスと一緒に吐き出して
いるかもしれない極めて危険な行為であることを、
我々は認識しなければならないだろう。
さらに、喫煙室の中はいわゆる3密（密閉、密
集、密接）の条件を満たすため、クラスター発生の
危険を伴う大変危険な場所となる。すでに多くの
企業や施設が、喫煙室の閉鎖という決断をして実
施している 6）。

SARS-CoV-2の感染拡大を防止するためにも、
今こそ喫煙室の閉鎖・使用制限が必要なのである。

おわりに
タバコ会社は「吸う人も吸わない人もここちよい
世の中へ」と言う。しかし、本当にそうだろうか。
ニコチンには、明らかな依存性がある。喫煙・受
動喫煙には明らかな有害性がある。喫煙室の提供
は、喫煙者や周囲の人たちへの思いやりには決して
ならず、禁煙を妨げ、喫煙・受動喫煙の害を助長
するだけである。「私の大事な人だから…、吸わせ
ないのが思いやり」と考えるべきではないだろうか。
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《原　著》

小学生に対する喫煙防止教室の効果

連絡先
〒 555-0024
大阪市西淀川区野里 3-5-22 
西淀病院地域総合内科　福島　啓
e-mail: 
受付日 2020年 5月 7日　採用日 2020年 8月 14日

Ⅰ．緒　言
日本人の喫煙率は男性27.8％、女性8.7％（2018
年日本たばこ産業（株）調査）と低下傾向だが 1）、喫
煙に関連する疾患を発症して受診する患者は依然と
して多い。習慣的な喫煙はニコチン依存症であるた
め、疾患を発症した喫煙者が医療機関を受診してか
ら禁煙に導くのには困難を伴う 2）。今後、喫煙率を
さらに下げて疾患を発症させないようにするために
は、若年者に喫煙を開始させないことが必要である。
当院では2012年度から大阪市西淀川区・淀川区
の小学生を対象にした喫煙防止教室を行っており、
これに若年者の喫煙開始を予防する効果があるかど
うかを検証することが課題になっている。
若年者の喫煙開始の予防についての先行研究とし

て、学校でのクラスどうしの競争を利用した喫煙予
防プログラムでは、喫煙開始を予防する有意な効果

はなかった 3）。学校での喫煙予防カリキュラムにつ
いてのRCTのメタアナリシスでは、1年未満のフォ
ローアップでは対照群と比較して喫煙予防効果に有
意差がなかったが、社会的能力養成のカリキュラ
ムを含むものでは有意な効果が見られた（オッズ比
0.59、95％信頼区間：0.41～0.85）4, 5）。また、1年
以上のフォローアップの研究では有意な効果が見ら
れた（オッズ比0.88、95％信頼区間：0.82～0.95）4）。
家族への介入は子どもの喫煙開始を予防する効果が
あり、家族への介入と学校での介入を併用すること
で学校のみでの介入より効果が高かった 6）。家族へ
の喫煙防止プログラムによって、対照群と比較して
子どもの喫煙開始を予防する有意な効果が見られた
（リスク比0.76、95％信頼区間：0.68～0.84）7）。日
本での喫煙防止教育を評価した研究についての総説
では、対照群を設定しているもの、事前調査を実施
したもの、長期間の効果を追跡したものが少なかっ
た 8）。
児童の喫煙開始を予防することが喫煙防止教室の

目的であるが、小学生や中学生の喫煙率は低くアウ
トカムが稀であることや、小中学生が喫煙している
かどうかをアンケートで明らかにするのは困難であ

【目　的】　本研究の目的は喫煙防止教室が喫煙防止の意識を向上および維持させているかどうかを調べるこ
とである。
【方　法】　喫煙防止の意識を測定するために加濃式社会的ニコチン依存度調査票小学校高学年版（KTSND-
youth）を使用した。小学校5・6年生に対して45分間の喫煙防止教室を行った。喫煙防止教室を受けた児童
を介入群、受けなかった児童を対照群として、小学生で3か月後の短期効果、中学生で1～2年後の長期効果
を調べた。
【結　果】　小学生の介入群では3か月後にKTSND-youthのスコアが有意に低下したのに対して（p＜0.001）、
対照群では有意差が見られなかった（p＝0.66）。中学1年生では介入群は対照群と比較して有意にスコアが
低かったのに対して（p＝0.019）、中学2年生では有意差が見られなかった（p＝0.89）。
【結　論】　小学生に対する喫煙防止教室によって喫煙防止の意識が3か月後および1年後まで改善する可能
性が示唆された。

キーワード：喫煙予防、小学生、加濃式社会的ニコチン依存度調査票小学校高学年版

小学生に対する喫煙防止教室の 
喫煙防止の意識への効果

野口　愛 1、福島　啓 1、大谷紗代 1、今村翔太郎 2

1．西淀病院地域総合内科、2．西淀病院医局事務課
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るため、実際の喫煙開始をアウトカムにした研究は
難しい。このため、小学生を対象にした喫煙防止教
室によって喫煙防止の意識を高めて維持する効果が
あるかどうかをアウトカムにした研究を行うことに
した。小中学生の喫煙防止の意識が高まれば、本人
が喫煙しないことや家族へのはたらきかけによって、
将来的に地域の喫煙率が低下することが期待できる。

Ⅱ．研究対象と方法
大阪市西淀川区の小学校・中学校に協力を依頼

し、協力が得られたすべての学校の小学校5・6年生
および中学校1・2年生を対象とした。西淀川区の小
学校14校中10校、中学校4校中2校が対象になっ
た。介入として、要望があった小学校の5・6年生
（学年は学校の指定による）に対して、通常の授業の
一環として45分間の喫煙防止教室を行った。西淀
病院職員を中心とした医療従事者が喫煙防止教室の
講師となり、内容は喫煙の害についての講義と喫煙
を誘われた場合の断り方についてのワークショップで
ある。
短期効果（3か月）の検証については、2018年度

の西淀川区内の小学校5・6年生で喫煙防止教室を
行った学校の児童を介入群、行わなかった学校の児
童を対照群とした。長期効果（1年間および2年間）
の検証については、2018年度の西淀川区内の中学校
1・2年生で小学校6年生時（1年生は2017年度、2
年生は2016年度）に喫煙防止教室を行った小学校の
出身生徒を小学校で喫煙防止教室を受けた群、喫煙
防止教室を行わなかった小学校の出身生徒を小学校
で喫煙防止教室を受けなかった群とした。喫煙防止
教室は毎年同内容で実施しており、西淀川区内の小
学校でわれわれ以外の実施主体による喫煙防止教室
は行われていないため、小学生・中学生とも同内容
の喫煙防止教室を受けていることが担保されている。
研究デザインは、短期効果の検証については非ラン
ダム化比較試験、長期効果の検証については横断研
究である。
加濃式社会的ニコチン依存度（Kano Test for So-

cial Nicotine Dependence：KTSND）調査票は「喫
煙の嗜好・文化性の主張」「喫煙・受動喫煙の害の
否定」「効用の過大評価」という3つの要素を反映す
る10の質問項目からなる質問票を用いて社会的ニコ
チン依存度を評価するものであり、喫煙の有無にか
かわらず使用できる 9）。社会的ニコチン依存度はタ

バコ製品や喫煙を肯定・容認する態度を示しており、
KTSNDのスコアが高いほど社会的ニコチン依存度
が高い。成人でのKTSNDスコアの平均は喫煙者で
18.4点、過去喫煙者で14.2点、非喫煙者で12.1点
とされている 9）。加濃式社会的ニコチン依存度調査
票小学校高学年版（KTSND-youth）はKTSNDの文
言を小学生に理解しやすいように改変したものであ
る。先行研究では小児のKTSND-youthのスコアは
一般に成人より低かったが 10, 11）、喫煙予防の意識が
高いことを示す閾値は明らかになっていない。
主要アウトカムは喫煙防止教室受講前、3か月後、

1年後、2年後の加濃式社会的ニコチン依存度調査
票（小学校高学年版、KTSND-youth、10問30点満
点）で測定した社会的ニコチン依存度とした。また、
層別化のため、児童・生徒の家族の喫煙の有無を調
査した。
サンプルサイズについては、KTSND-youthのス

コアの1点の差を検出するために、有意水準（αエ
ラー）を両側5％、検出力（1－β）を80％、標本の標
準偏差を4とすると、必要なサンプルサイズは各群
252人ずつとなる。
喫煙防止教室受講前と3か月後については前後

のKTSND-youthのスコアの差を介入群・対照群で
測定して比較した。喫煙防止教室受講の1年後およ
び2年後については受講前の測定がないため、現時
点のスコアを介入群・対照群で測定して比較した。
スコアの比較は対応のない t検定および対応のある
t検定、Wilcoxonの符号付き順位和検定、Mann-
WhitneyのU検定を用いて行った。統計ソフトは
R-2.4.0（The R Foundation for Statistical Comput-
ing, Vienna, Austria）を使用した。

KTSND-youthを含むアンケートの実施について、
西淀川区の小中学校の校長会で同意を得た。アン
ケート実施前に児童・生徒を通じて説明用紙を保護
者に渡し、アンケートへの回答は自由意思に基づく
ものであり、いつでも拒否できることを伝えた。ア
ンケートは匿名で記載してもらい、出席番号で前後
を照合できるようにした。封筒に入れて教諭が配布・
回収し、教諭が回答内容を見られないように配慮し
た。アンケートへの回答をもってアンケートの実施
について同意したものとみなした。研究計画書を西
淀病院の倫理委員会に提出して承認を得た（承認番
号：2018-倫11）。この研究について研究者にCon-
flict of interestはない。
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Ⅲ．結　果
西淀川区の小学校14校中10校が研究の対象に

なり、介入群が8校、対照群が2校だった。残り4
校のうち3校でも喫煙防止教室を行ったが前後の
KTSND-youthを施行できなかったため除外した。
介入群の学校の児童全体は586名で、受講前後の
KTSND-youthがそろった514名（介入群の88％、男
子236名、女子278名、6年生457名、5年生52名、
4年生5名［4年生は児童数の少ない学校の判断で含
まれた］）を解析対象とした。対照群の学校の児童全
体は140名で、このうちベースラインと3か月後の
KTSND-youthがそろった119名（対照群の85％、質
問票の不備のため男女比不明、すべて6年生）を解析
対象とした。
介入群のスコアは喫煙防止教室受講前の6.11±

4.24点（平均±標準偏差）から3か月後は5.59±4.54
点に有意に低下した（p＜0.001）。対照群のスコア
はベースラインの5.97±4.20点に対して3か月後は
5.78±4.34点で有意な変化はなかった（p＝0.66）。
介入群の前後のスコアの差は－0.52±3.91点、対
照群の前後のスコアの差は－0.04±5.05点で、両群
のスコアの差に有意差は見られなかった（p＝0.26） 

（表1）。
介入群のうち受動喫煙（両親など同居家族の喫煙）

がある児童（255名）では受講前7.06±4.51点から3
か月後6.42±4.75点（p＝0.005）で有意に低下した
のに対して、受動喫煙がなかった児童（255名）では
受講前5.17±3.75点から3か月後4.74±4.16点で
有意な変化がなかった（p＝0.07）。介入前後のスコ
アの差は受動喫煙あり群で－0.65±3.93点、受動喫
煙なし群で－0.44±3.88点で有意差が見られなかっ
た（p＝0.54）。受動喫煙があったサブグループのう
ち、受講前のスコアが10点以上の児童（74名）では
スコアの低下が2.46点と大きかったのに対して、受
講前のスコアが9点以下の児童（181名）ではスコアの
低下が0.094点と小さかった。
喫煙防止教室受講の有無によるスコアの差への効
果を学年、性別、受動喫煙の有無、受講前スコアが
10点以上（高スコア）または9点以下（低スコア）で調
整するために重回帰分析を行ったところ、やはり喫
煙防止教室受講による有意差は見られなかった（p＝
0.09）（表2）。
西淀川区の中学校4校中2校が対象になり、中学

1年生（375名、男子187名、女子183名、不明5

表1　小学生の結果

表2　重回帰分析で調整した喫煙防止教室の効果

KTSND-youth
p値

ベースライン 3か月後

介入群 n＝514 6.11 ± 4.24 5.59 ± 4.54

p＝0.26
p＜0.001＊

対照群 n＝119 5.97 ± 4.90 5.78 ± 4.34

p＝0.66

回帰係数推定値（95％信頼区間） p値

喫煙防止教室受講 －1.11（－2.39～0.18） p＝0.09

学年（5年） －1.38（－4.82～2.06） p＝0.43

学年（6年） －1.39（－4.69～1.91） p＝0.41

性別（男）     0.23（－0.40～0.86） p＝0.48

受動喫煙     0.31（－0.33～0.95） p＝0.34

前スコアの高低（高） －2.86（－3.65～ -2.06） p＜0.001＊

学年は4年、性別は女、前スコアの高低は9点以下（低）を基準にしている。
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名）では152名が小学校で喫煙防止教室を受けた群、
223名が受けなかった群、中学2年生（232名、男子
137名、女子94名、不明1名）では156名が小学校
で喫煙防止教室を受けた群、76名が受けなかった群
となった。喫煙防止教室を受けてからアンケートに
回答するまでの期間は中学1年生で10～19か月、中
学2年生で22～31か月だった。中学1年生では喫
煙防止教室を受けた群のスコア4.42±4.53点に対し
て受けなかった群のスコア5.39±4.61点であり、受
けた群のスコアが有意に低かった（p＝0.019）。中学
2年生では喫煙防止教室を受けた群のスコア7.25±
5.94点に対して受けなかった群のスコア6.96±4.97
点で有意差が見られなかった（p＝0.89）（表3）。中
学1年生全体のスコア5.00±4.62点に対して中学2
年生全体のスコアは7.15点±5.65点で、有意な上昇
が見られた（p＜0.001）。

Ⅳ．考　察
この研究で、小学生では介入群は喫煙防止教室の
受講前と3か月後でKTSND-youthのスコアの有意
な低下が見られたのに対して、対照群では有意な変
化は見られなかった。前後のスコアの差は両群で有
意差が見られなかった。中学1年生では小学生時の
喫煙防止教室受講の有無でKTSND-youthのスコア
に有意差が見られたが、中学2年生では有意差は見
られなかった。これらの結果から、喫煙防止教室の
効果は3か月後および1年後に維持されている可能性
が示唆された。また、中学2年生のスコアは1年生
のスコアより有意に高く、学年が上がるとともにスコ
アが上昇して喫煙防止教室の効果が薄れていくこと
が示唆された。
この研究は大阪市西淀川区の小学校14校中10校、
中学校4校中2校を対象にしており、地域の多数の
小学生・中学生を対象にした調査であるため、地域
での喫煙防止教室の効果を反映していると考えられ

る。小学生に対する喫煙防止教室についての従来の
日本の研究では主に教室の直前・直後の変化で効果
が評価されていて対照群をおいたものが少なかった
のに対して 8）、本研究では対照群をおいて3か月後、
1年後、2年後の効果を評価した。1年後、2年後の
効果については前向きに解析できていないため、今
後はどのような形態・内容の喫煙防止教室なら長期
的な効果が得られるかを前向きに検証していく必要
がある。また、介入群のサブグループ解析で、受動
喫煙がある児童で3か月後に有意なスコアの低下が
見られ、喫煙防止教室の効果がより大きいことが示
唆された。両親が喫煙する子どもは社会的ニコチン
依存度が高く喫煙を開始しやすいことが示されてい
るため 12）、受動喫煙のある児童・生徒への喫煙防止
教室の効果についても今後の研究が必要である。
この研究の限界として、KTSND-youthのスコア
をアウトカムにしており、喫煙防止教室の真の目的
である小中学生の喫煙開始をアウトカムにしていな
いことがあげられる。小中学生の喫煙開始はアウト
カムの発生頻度が低く長期のフォローアップが必要
であること、アンケートなどで正確に測定すること
が困難であることから今回の研究のアウトカムとして
は設定しなかった。KTSND-youthの低下が喫煙開
始の予防につながるのかどうかは証明されていない。
しかし、先行研究では若年者が喫煙しない決意を持
たないことが喫煙を試す要因になることが示されて
いるため 13）、喫煙防止の意識を高めることによって
喫煙開始を防止できる可能性がある。
また、今回の研究では介入群・対照群をランダム
に割り付けたわけではなく、喫煙防止教室の実施は
学校の要望によって行った。このため、介入群と対
照群の人数に大きな差が生じた。対照群の人数が少
なかったことが介入前後のスコアの差に有意差が見
られなかったことの要因になった可能性がある。ま
た、介入群の学校は対照群の学校よりも喫煙防止教

表3　中学生の結果

N KTSND-youth p値

中学1年生　受けた群 152 4.42 ± 4.53
p＝0.019*

中学1年生　受けなかった群 223 5.39 ± 4.61

中学2年生　受けた群 156 7.25 ± 5.94
p＝0.89

中学2年生　受けなかった群   76 6.96 ± 4.97
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育に熱心であったと考えられ、喫煙防止教室以外の
要素が結果に影響した可能性がある。小学生につい
ては前後のアンケートを回収できた児童を対象とし
ており、回収率は87％だった。回収できなかった児
童の理由は特定できていないが、アンケートを記載
しなかった理由によってバイアスが発生する可能性
がある。また、介入群ではすべての児童が喫煙防止
教室に参加したわけではなく、当日欠席した児童数
や欠席の理由は把握できていない。

Ⅴ．結　論
小学生に対する喫煙防止教室によって児童の喫煙

防止の意識は3か月後および1年後まで改善する可
能性が示唆された。小学生の喫煙防止の意識を長期
的に改善する方法についてさらに研究が必要である。
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小学生に対する喫煙防止教室の効果

Effectiveness of smoking prevention classes for elementary school students 
on raising awareness of smoking prevention

Ai Noguchi, Hiroshi Fukushima, Sayo Otani, Shotaro Imamura

Abstract
Background: Our hospital has been running smoking prevention classes aimed at elementary school students 
since 2012. The aim of this study was to demonstrate that smoking prevention classes are raising and main-
taining awareness of smoking prevention.
Methods: To measure awareness of smoking prevention, the Kano Test for Social Nicotine Dependence-youth 
(KTSND-youth) was used. The intervention consisted of a 45-minute smoking prevention class aimed at 
fifth- and sixth-grade students in elementary school. The short-term effects (3 months) and long-term effects 
(one to two years after when participants are in seventh and eighth-grade) were assessed. Students who 
participated in the class were allocated to the intervention group and those who did not to the control group.
Results: Among 514 elementary school students in the intervention group, mean KTSND-youth score before 
participating in the class was 6.11 ± 4.24, whereas a significant reduction to 5.59 ± 4.54 was observed 3 
months after (p<0.001). The score of the control group (119 students) at baseline was 5.96 ± 4.27 and no 
significant change was observed 3 months later (5.92 ± 4.34, p=0.93). There was no significant difference 
in change of scores between two groups (p=0.26). The score of the seventh-grade intervention group (4.42 ± 
4.53) was significantly lower compared with the control group (5.39 ± 4.61 points, p=0.019). No significant 
difference was observed (p=0.89) between the scores of the eighth-grade intervention group (7.25 ± 5.94) 
and the control group (6.96 ± 4.97).
Conclusion: The results of this study suggest that smoking prevention classes in elementary schools improved 
awareness of smoking prevention after 3 months and one year.

Key words
smoking prevention, elementary school student, 
the Kano Test for Social Nicotine Dependence-youth (KTSND-youth)

Department of general internal medicine, Nishiyodo Hospital
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歯科衛生学科学生の加熱式タバコを含む喫煙に対する認識
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緒　言
本邦の成人喫煙率は、2018年17.8％ 1）と減少して

きている。しかし、2014年に加熱式タバコ（Heated 
Tobacco Products: HTPs）であるアイコス（IQOS、
米フィリップモリスインターナショナル、ニューヨー
ク、アメリカ）、2016年にはグロー（glo、英ブリ
ティッシュアメリカンタバコ、ロンドン、イギリス）、
プルーム・テック（Ploom TECH、日本たばこ産業、
東京、日本）が流通しはじめた 2, 3）。その後、2019
年にパルズ（PULZE、インペリアルタバコジャパン、
東京）を含めた4社が日本市場に拡がっていると思わ
れる。

前述の成人喫煙者17.8％のうち、HTPsの喫煙比
率は28.9％で、30歳代は50.8％と最も高く、比較
的若い層でHTPs喫煙率が高くなっている 1）。一方、
未成年の喫煙に関する全国調査 4）によると、1996
年中高生の紙巻きタバコ喫煙経験率は、中学生男
子34.6％、女子19.9％、高校生男子51.9％、女子
33.5％と高かったが、2017年には中学生男子3.1％、
女子2.1％、高校生男子6.9％、女子3.3％と、この
21年間で減少している。しかし、2017年に初めて実
施された中高生のHTPs喫煙経験率の調査によると、
中学生1.1％、高校生2.2％と、中高生にまでHTPs
の使用が拡がってきたことが判明した 5）。
日本は、アイコスが世界で初めて全国販売された
国で、2016年10月時点で、世界シェアの90％以上
を占めていた 2）。背景には、企業宣伝により、HTPs
は紙巻きタバコと比較して健康への影響が軽減さ
れ、受動喫煙や周囲の環境にも配慮した製品である
という誤った認識があり、今後も市場拡大が予測

【目　的】　歯科衛生士をめざす学生の加熱式タバコを含めた喫煙に対する認識の実態を把握する。
【方　法】　愛知学院大学短期大学部女子学生311名を対象に、2019年4月Web質問票調査を実施した。
【結　果】　質問票は301名（回収率97%、19.3 ± 1.4歳）から回答を得、喫煙者は、紙巻きタバコ3名（1%）、
加熱式タバコ4名（1%）で、うち1名は二重喫煙者であった。また、加熱式タバコの認知度は91%と高かっ
た一方、加熱式タバコの認識8項目すべてを、正しく認識していた者は36名（12%）と低かった。喫煙経験
別KTSND中央値は、未経験者と比べ経験者のほうが、受動喫煙有無別では、非曝露群と比べ曝露群のほう
が、有意に高くなった。
【考　察】　喫煙状況別KTSND得点は、従来の報告と同様の傾向であった。
【結　論】　将来、禁煙支援を担う歯科衛生士に対して、加熱式タバコを含めた喫煙に関する脱タバコ教育を
行うことが重要であると思われた。

キーワード：加熱式タバコ、歯科衛生士、加濃式社会的ニコチン依存度調査票（KTSND）、
 受動喫煙、禁煙支援

歯科衛生士をめざす学生の 
加熱式タバコを含めた喫煙に対する認識
大矢幸慧 1, 3）、稲垣幸司 1〜 3）、増田麻里 1, 3）、犬飼順子 1）、高阪利美 1, 3）、	

長尾　徹 4）、内藤　徹 5）、田淵貴大 6）、姜　英 7）、大和　浩 7）
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される 2, 3, 6, 7）。このような認識は、喫煙者のうちに、
HTPsを喫煙と認識しない者を混在させ、喫煙者の
実態把握をより困難にさせている 7）。
増加の一途をたどるHTPsを含む喫煙に関する正

しい認識を、医療従事者間で共有し、医療機関全体
で禁煙支援を行う必要がある 8）。しかし、当該分野
における医療従事者の調査は、医師、薬剤師、薬学
部学生を対象とした研究はあるが 8～10）、歯科、特に
歯科衛生士をめざす学生に関する研究報告は、著者
が検索する限りではみられない。
そこで、歯科衛生学科女子学生を対象として、

HTPsを含めた喫煙の認識を明らかにするために本研
究を行った。

研究対象・方法
対象は、2019年4月時在学の愛知学院大学短期

大学部歯科衛生学科女子学生311名で、同年4月時
に喫煙と認識に関する無記名によるWeb質問票調査
を実施した。
調査項目は、表1に示す通りである。項目の1つ

である社会的ニコチン依存は、「喫煙を美化、正当
化、合理化し、その害を否定することにより、文化
性を持つ嗜好として社会に根付いた行為と認知する
心理状態」と定義されている概念で、その調査票と
してKTSND（Kano Test for Social Nicotine Depen-
dence: KTSND）調査票が考案された 11, 12）。配点は、
4件法による10問の設問で、各設問を0点から3点
に点数化し、合計30点満点で9点以下が規準範囲で
ある。
統計解析で、KTSND得点は、Shapiro-Wilk検

定において非正規分布であったことからノンパラメ
トリック検定を行った。喫煙状況、受動喫煙有無別
の2群間の比較はMann-WhitneyのU検定、学年別
のKTSND得点の比較にはKruskal-Wallis検定、さ
らに学年間は多重比較を用いた（SPSS 22.0、IBM 
Corp、Armonk、NY、USA）。いずれも有意水準
5％未満を有意差ありと判定した。なお、本研究は、
愛知学院大学歯学部倫理委員会（承認番号560）の承
認を得て行った。

結　果
Web質問票調査は、311名中301名（回収率96.8％、

19.3 ± 1.4歳）から回答を得、喫煙歴とKTSNDに
記入漏れがなかったため、すべてを解析対象とした。

1．紙巻き／加熱式タバコの喫煙状況
喫煙状況は、非喫煙者297名（98.7％）、前喫煙者

1名（0.3％）、喫煙者3名（1.0％）であった。非喫煙
者を一度も吸ったことがない｢喫煙未経験者｣と試し
に吸ってすぐやめた｢試し喫煙者｣、喫煙者を時々吸
う｢時々喫煙者｣と毎日吸う｢毎日喫煙者｣に分けて
5群でみると、喫煙未経験者276名（91.7％）、試し
喫煙者21名（7.0％）、前喫煙者1名（0.3％）、時々喫
煙者2名（0.7％）、毎日喫煙者は1名（0.3％）となっ
た。前喫煙者、時々喫煙者、毎日喫煙者、および試
し喫煙者を含めた喫煙経験者25名の喫煙開始年齢
は、19.1 ± 1.7歳（15～24歳）であった（表2）。紙
巻きタバコ喫煙者の喫煙歴はいずれも1年で、禁煙
に対する行動変容ステージは、それぞれ準備期、関
心期、無関心期であった（表3）。

2．HTPsの喫煙状況
HTPs喫煙者4名（1.3％）で、そのうち時々喫煙者

3名（1.0％）、毎日喫煙者1名（0.3％）で、HTPs前喫
煙者2名（0.7％）であった（表2）。また、HTPs喫煙
者4名のうち1名は、紙巻きタバコとHTPsの二重喫
煙者かつHTPs3製品の併用者であった（表4）。

3．HTPsに対する認知度（表5）
HTPs3製品に関して275名（91.4％）は、いずれ

かを認知していた。認知度は、アイコス（91.4％）
が最も高く、グロー（41.2％）、プルーム・テック
（25.6％）の順となった。

表1　Web質問票の調査項目

調査項目

学　年
年　齢
紙巻きタバコの喫煙状況
　喫煙者の喫煙歴
　　喫煙開始年齢
　　喫煙期間
　　喫煙本数
　　禁煙に対する行動変容ステージ
加熱式タバコの喫煙状況
　認知度
　認識度
家族、同居者および友人の喫煙状況（受動喫煙）
加濃式社会的ニコチン依存度質問票（KTSND）
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表2　紙巻き／加熱式タバコの喫煙状況と受動喫煙状況

表3　紙巻きタバコ喫煙者の喫煙歴と禁煙に対する行動変容ステージ

表4　加熱式タバコ喫煙者の紙巻きタバコ喫煙状況

属　性 1年生 2年生 3年生 全　体
学生数 101 105 105 311
回答数（回収率） 100 (99.1) 105 (100) 96 (91.4) 301 (96.8)

有効回答数（有効回答率） 100 (100) 105 (100) 96 (100) 301 (100)

年齢（平均 ± 標準偏差） 18.2 ± 1.1 19.3 ± 0.9 20.3 ± 1.3 19.3 ± 1.4
年齢分布 18 –27 19–25 20–30 18–30
紙巻きタバコの喫煙状況
　非喫煙者（%） 100 (100) 103 (98.1) 94 (97.9) 297 (98.7)

　　喫煙未経験者 96 96 84 276
　　試し喫煙経験者 4 7 10 21
　前喫煙者（%） 0 1 0 1 (0.3)

　喫煙者（%） 0 1 (1.0) 2 (2.1) 3 (1.0)

　　時々喫煙者 0 0 2 2
　　毎日喫煙者 0 1 0 1
加熱式タバコの喫煙状況
　非喫煙者（%）   99 (99.0) 101 (96.2) 95 (99.0) 295 (98.7)

　前喫煙者（%）     1 (1.0)     1 (0.1) 0     2 (0.7)

　喫煙者（%） 0     3 (2.9) 1 (1.0)     4 (1.3)

　　時々喫煙者 0 2 1 3
　　毎日喫煙者 0 1 0 1
紙巻きタバコの非喫煙者で加熱式タバコの喫煙者 0 2 1 3
紙巻きタバコの前喫煙者で加熱式タバコの喫煙者 0 0 0 0
紙巻きタバコの喫煙者で加熱式タバコの前喫煙者 0 0 1 1
紙巻きタバコと加熱式タバコの喫煙者（二重喫煙者） 0 1 0 1
家族、同居者および友人の喫煙（受動喫煙）（%）   56 (56.0)   59 (56.2) 51 (53.1) 166 (55.1)

項　目 喫煙期間 喫煙頻度 禁煙に対する行動変容ステージ

時々喫煙者

学生A 1年 5日 /月 準備期

学生B 1年 3日 /月 無関心期

毎日喫煙者

学生C 1年 4本 /日 関心期

（n = 3）

項　目 紙巻きタバコ非喫煙者 紙巻きタバコ前喫煙者 紙巻きタバコ喫煙者

アイコス 1 0 0

グロー 1 0 0

プルーム・テック 1 0 0

アイコス
グロー
プルーム・テック

0 0 1

（n = 4）
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4．HTPsに対する認識度（表6）
正しい認識としては、健康に害があると思う者

（89.3％）が最も高く、最も低かったのは、紙巻き
タバコの代用品にはならないという認識（22.6％）
であった。8項目すべてを正しく認識していた者は
（12.0％、1年生4名4.0％、2年生13名12.4％、3年
生19名18.1％）と低かった。

5．受動喫煙状況
受動喫煙曝露者は、55.1％で、その内訳は、父

親（31.2％）が最も多く、次いで友人（15.0％）、祖
父（13.6％）、兄弟（8.0％）、母親（6.3％）、祖母
（2.7％）、姉妹（1.3％）の順であった。

6．紙巻きタバコの喫煙状況別のKTSND得点（表7）
KTSND中央値は、非喫煙者において1年生11.0、

2年生10.0、3年生9.5で、3年生が低く、1年生が
最も高かった（P＜0.05）。喫煙未経験者において、1
年生11.0、2年生10.0、3年生9.0で、3年生が低く、
1年生が最も高かった（P＜0.05）。喫煙経験の有無
では、全体の喫煙未経験者10.0、喫煙経験者13.0
で、喫煙未経験者の方が低かった（P＜0.05）。
受動喫煙有無別では、非曝露群10.0、曝露群11.0

で、非曝露群の方が、低かった（P＜0.05）。また、
非喫煙学生の受動喫煙有無別では、非曝露群10.0、
曝露群10.5で、いずれも非曝露群の方が低かった（P
＜0.05）。 

表5　HTPsに対する認知度

表6　HTPsに対する認識度

項　目 1年生 2年生 3年生 全　体

認知度の有効回答数 100 105 96 301

認知度*（%）

　アイコス 80 (80.0) 100 (95.2) 95 (99.0) 275 (91.4)

　グロー 21 (21.0)   53 (50.5) 50 (52.1) 124 (41.2)

　プルーム・テック 10 (10.0)   33 (31.4) 34 (35.4)   77 (25.6)

　いずれかを知っていた 80 (80.0) 100 (95.2) 95 (99.0) 275 (91.4)

　いずれも知らなかった 20 (20.0)   5 (4.8) 1 (1.0) 26 (8.6)

*認知度は複数回答

項　目 そう思う ややそう思う そうは思わない わからない

認識度*（%）

　ニオイが全くない 4 (1.3) 33 (11.0) 216 (71.8) 48 (15.9)

　空気を全く汚さない 6 (2.0) 29 (9.6) 224 (74.4) 42 (14.0)

　健康に全く害がない 2 (0.7) 9 (3.0) 269 (89.3) 21 (7.0)

　周囲の人に全く害を与えない 3 (1.0) 20 (6.6) 253 (84.1) 25 (8.3)

　加熱式タバコを使用することは喫煙である 220 (73.1) 49 (16.3) 19 (6.3) 13 (4.3)

　禁煙の場所でも使用可能 4 (1.3) 11 (3.7) 264 (87.7) 22 (7.3)

　禁煙治療として有効 12 (4.0) 82 (27.2) 154 (51.2) 53 (17.6)

　紙巻きタバコの代用品になる 56 (18.6) 107 (35.5) 68 (22.6) 70 (23.3)

*正しい認識は太字で示した。　n＝301
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考　察
本研究の紙巻きタバコ喫煙率は、1.0％であった

が、20歳代女性の喫煙率は、2019年10.8％と高
かった 1）。また、本学以外の歯科衛生学科女子学
生の喫煙率2016年8.0％ 13）と比べて本研究は低く、
さらに、およそ10年前の本学女子学生の喫煙率、
2009年2.3％、2010年3.0％から減少している 14, 15）。
他職種の喫煙率は、薬学部2018年5.7％ 10）、看護学
部2017年3.0％となっていた 16）。20歳代一般女性、
他学部学生、過去の本学女子学生に比べ、本研究は
喫煙率が低かった。その理由として、入学時やその
後に行う脱タバコ教育の継続の効果と考えた。
本研究のHTPs喫煙率は1.3％で、前述の薬学部

学生3.3％に比べ低かった 10）。また、中高生を対象
に行ったHTPs喫煙経験率調査では、中学生1.1％
（女子0.9％）、高校生2.2％（女子1.4％）で 5）、本研

究の喫煙率は高校生（女子）の喫煙率とほぼ同じで以
後増加しておらず、その要因として、脱タバコ教育
が奏功していると思われた。紙巻きタバコの喫煙者
は減少する一方で、成人HTPs喫煙率は、2018年時
18.5％（男性22.1％、女性14.8％）1）、2017年時年齢
別調査では60～69歳と比較して20～29歳の若者の
喫煙率が高いことが明らかになったことに加え、2015
年から2019年では特に15～69歳の間で、0.2％から
11.3％へと喫煙率が急激に増加していた17, 18）。すなわ
ち、HTPsの普及開始わずか5年で若者だけでなく、
医療系学生、未成年者にまでHTPs喫煙経験が及ん
でいることから、今後、医療従事者をめざす学生や
未成年者に対してHTPsも含めた脱タバコ教育を、
一層充実させることが必要である。

HTPsは、健康障害の低減、紙巻きタバコを禁煙
するための手段の一つになるなど、科学的根拠のな

表7　紙巻きタバコの喫煙状況別の加濃式社会的ニコチン依存度（KTSND）

項　目 1年生 n 2年生 n 3年生 n 全　体 n

KTSND 11.0 (7.3-15.0) 100 10.0 (7.0-14.0) 105 10.0 (5.3-13.0) 96 10.0 (7.0-14.0) 301

非喫煙者のKTSND 11.0 (7.3-15.0)＊1 100 10.0 (7.0-14.0) 103 9.5 (5.0-13.0)＊1 94 10.0 (7.0-14.0) 297

　喫煙未経験者のKTSND 11.0 (7.0-14.8)＊2, 3 96 10.0 (7.0-14.0) 96 9.0 (4.3-12.0)＊2, 4 84 10.0 (7.0-13.8)＊5 276

　試し喫煙経験者のKTSND 16.0 (12.5-19.5)   4 9.0 (6.0-13.0)   7 12.5 (8.0-16.3) 10 12.0 (7.5-15.0)   21

喫煙経験者のKTSND 16.0 (12.5-19.5)＊3   4 11.0 (6.0-14.5)   9 13.5 (9.3-16.0)＊4 12 13.0 (9.0-16.0)＊5   25

前喫煙者のKTSND 16.0   1 16.0   1

喫煙者のKTSND 18.0   1 15.0 (14.0)   2 16.0 (14.0)   3

　時々喫煙者のKTSND 15.0 (14.0)   2 15.0 (14.0)   2

　毎日喫煙者のKTSND 18.0   1 18.0   1

受動喫煙の有無による比較

　受動喫煙非曝露群のKTSND 10.0 (6.0-12.0)＊6 44 10.0 (6.0-12.0) 44 9.0 (6.0-12.0) 45 10.0 (6.0-12.5)＊7 133

　受動喫煙曝露群のKTSND 12.0 (9.0-15.8)＊6 56 10.0 (7.0-15.0) 61 10.0 (5.0-14.0) 51 11.0 (8.0-15.0)＊7 168

非喫煙学生の受動喫煙の有無による比較

　受動喫煙非曝露群のKTSND 10.0 (6.0-12.0)＊8 44 10.5 (7.0-14.0) 44 9.0 (6.0-12.0) 45 10.0 (6.0-12.5)＊9 133

　受動喫煙曝露群のKTSND 12.0 (9.0-15.8)＊8 56 10.0 (7.0-14.0) 59 10.0 (4.5-13.0) 49 10.5 (7.3-14.8)＊9 164

中央値（四分位範囲）
＊1 非喫煙者のKTSND得点は、1年生に比べ、3年生の方が低かった（Kruskal-Wallis検定、P＜0.05）。
＊2 喫煙未経験者のKTSND得点は、1年生に比べ、3年生の方が低かった（Kruskal-Wallis検定、P＜0.05）。
＊3 1年生のKTSND得点は、喫煙経験者に比べ、喫煙未経験者の方が低かった（Mann-Whitney検定、P＜0.05）。
＊4 3年生のKTSND得点は、喫煙経験者に比べ、喫煙未経験者の方が低かった（Mann-Whitney検定、P＜0.05）。
＊5 KTSND得点は、喫煙経験者に比べ、喫煙未経験者の方が低かった（Mann-Whitney検定、P＜0.05）。
＊6 1年生のKTSND得点は、受動喫煙曝露群に比べ、受動喫煙非曝露群の方が低かった（Mann-Whitney検定、P＜0.05）。
＊7 KTSND得点は、受動喫煙曝露群に比べ、受動喫煙非曝露群の方が低かった（Mann-Whitney検定、P＜0.05）。
＊8 非喫煙学生（1年生）のKTSND得点は、受動喫煙曝露群に比べ、受動喫煙非曝露群の方が低かった（Mann-Whitney検定、P＜0.05）。
＊9 KTSND得点は、非喫煙学生の受動喫煙曝露群に比べ、受動喫煙非曝露群の方が低かった（Mann-Whitney検定、P＜0.05）
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い情報が蔓延していることが問題視されている 19, 20）。
このような誤った情報が、HTPsは喫煙であると認
識していない者を増加、混在させ、喫煙者の実態把
握を妨げている 7）。HTPsは紙巻きタバコ同様、主流
煙、呼出煙ともに有害物質を含有しており、WHO
等も紙巻きタバコに含まれていない新たな有害物質
が存在し、健康に悪影響を及ぼすとしている 19～21）。
薬学部学生のHTPsの正しい認識について、禁煙治
療にはならないと認識していた者30.8％と、3割程
度の理解度であったが 10）、本研究では、51.2％（1年
生43名43.0％、2年生48名45.7％、3年生65.6％）
で、比較すると認識度は高く、学年が上がるにつれ
て認識度が高くなっていたことから、1年時から複
数回行われる脱タバコ教育の効果と思われた。未成
年、特に思春期の男性で、HTPsは喫煙誘導要因に
なると報告されており、中高生を対象とした調査で
は、HTPs喫煙経験者が1～2％程度と把握されて
いる 5, 22）。本研究についても、HTPsが、紙巻きタ
バコ非喫煙者でありながらもHTPs喫煙者である3
名の喫煙誘導要因になっていると考えた。したがっ
て、2014年以降HTPsの普及が進んでいる日本にお
いて、成人だけではなく、未成年時からの脱タバコ
教育により、20歳未満の者の喫煙を未然に防いでい
く必要性が示唆された。
従来の研究で、電子タバコと紙巻きタバコの二重

喫煙者について、健康障害に加え、公衆衛生上の
問題を引き起こす可能性があることが報告されてい
る 23）。HTPsの喫煙状況について、単独使用が多い
一方で、HTPs喫煙者のうち24％は、紙巻きタバコ
との二重喫煙を認め、多様な使用実態が示されてい
る 6, 17）。本研究では、HTPs喫煙者4名で、1名は
HTPsと紙巻きタバコの二重喫煙者であった。また、
紙巻きタバコの前喫煙者が1名とわずかであったた
め、紙巻きタバコからHTPsへ切り替えた者はいな
かった。そのため今後、喫煙状況を問う際には、紙
巻きタバコとHTPsについて独立した設問で調査し、
HTPs喫煙者の喫煙状況を明らかにしていく必要が
あると考えた。
喫煙状況別のKTSND得点は、従来の報告によ

ると、非喫煙者では10～13点台、前喫煙者では12
～16点台、喫煙者では16～18点台と報告されてい
る 11～16, 21, 24）。本研究女子学生では、非喫煙者、前
喫煙者、喫煙者でいずれの群も従来の報告と類似し

た値となった。非喫煙者の学年別で比較すると、1
年生と比べ、3年生の方がKTSND得点は有意に低
く、正しい認識を持つ割合が増えた。この要因とし
て、脱タバコ講義の前後において、非喫煙者、前喫
煙者、喫煙者のすべてでKTSND得点の低下がみら
れた 14）ことが報告されていることから、1年生は脱タ
バコ講義前の調査であることが関係していると考え
た。また、受動喫煙状況とKTSND得点について、
両親が喫煙している学生は、喫煙にやや寛容となる
傾向がある 15）。本研究では、受動喫煙非曝露群と比
べ、曝露群の方がKTSND得点は有意に高く、従来
の報告と同じ傾向を示した 14, 15）。したがって、受動
喫煙にさらされる機会がある者は、社会的ニコチン
依存度が高く、喫煙行動への抵抗が減少し、喫煙行
動の選択が促進されることが示唆された。
本研究結果から、HTPsの認知度は高い一方で、

認識度は低かったことや、歯科医療学生においても
二重喫煙者の存在が判明した。そこで将来、禁煙支
援に携わるうえで、HTPsを加えた禁煙指導を行うこ
とが必要であると思われた。
本研究の限界として、本学女子学生の紙巻きタバ

コの喫煙率は20歳未満の学生も多く含むため、国民
栄養・健康調査の20歳代女性の喫煙率との単純な
比較は困難である 1）。そのため、対象集団の年齢層
が類似している先行研究の喫煙率も比較対象に用い
た 13～15）。次に、受動喫煙状況について、本研究で
は自己申告による受動喫煙曝露に関する調査項目を
用いたため、家族や友人のほか、アルバイト先など
さまざまな環境下で受動喫煙に曝露されている学生
の誤分類の可能性は否定できない。しかし、先行研
究において、自己申告による非曝露群のKTSND得
点は、曝露群と比べ、有意に低かったことが認めら
れている 15）。
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Cognition of smoking including heated tobacco products among  
dental hygiene students

Yukie Oya1, 3, Koji Inagaki1~3, Mari Masuda1, 3, Junko Inukai1, Toshimi Kosaka1, 3, 
Toru Nagao4, Toru Naito5, Takahiro Tabuchi6,Ying Jiang7, Hiroshi Yamato7

Abstract
Objectives: The purpose of this study is to investigate and assess dental hygiene students’ cognition of smok-
ing including the heated tobacco products (HTPs).
Methods: An internet questionnaire, including smoking status regarding cigarettes and HTPs, Kano test for 
social nicotine dependence (KTSND) and cognition of HTPs was conducted for 311 dental hygiene students 
at Aichi Gakuin University Junior College in April 2019.
Results: This survey collected data from 301 students (97%) whose average age was 19.3 year, ranging from 
18 to 30 (standard deviation = 1.4). This sample included 3 cigarettes smokers (1%) and 4 HTPs smokers 
(1%), one of which was a dual user. The percentage of students who correctly knew the name of HTPs was as 
many as 91%. However, the percentage of those who correctly recognized all 8 of the harmful effects of HTPs 
were only 36 students (12%). The median KTSND scores among those who had never smoked were fewer 
than them among those who had experienced smoking. Furthermore, those students without secondhand 
smoke exposure were significantly lower than those with exposure to secondhand smoke. 
Discussion: The KTSND scores by smoking status in this study were similar to the scores of previous reports.
Conclusions: This study indicated that smoke-free education including HTPs is important for dental hygiene 
students to support smoking cessation efforts in the future.

Key words
heated tobacco products, dental hygienist, Kano Test for Social Nicotine Dependence (KTSND), 
secondhand smoke, smoking cessation
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看護職に対する禁煙支援研修会の効果
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緒　言
喫煙は公衆衛生上予防可能な最大の危険因子であ

り1）、我が国におけるタバコ対策の柱の1つが禁煙支
援の普及である 2）。がん対策推進基本計画や健康日
本21（第二次）では、2022年までに成人喫煙率12％
を目標にするなど、禁煙支援の一層の充実が求めら
れている 2）。保健師・助産師・看護師・准看護師で
構成される看護職は日本の保健医療従事者のなかで
最も就業者数が多い職種 3）であり、医療機関のみな
らず地域のさまざまな保健医療福祉の場で禁煙支援
が可能な立場である。看護職の禁煙支援の効果に関
するメタアナリシスでは看護職の禁煙支援は何もし
ない場合に比べて約1.3倍（95％ CI：1.18 –1.38）禁
煙成功率を上げる 4）と報告されている。また、1人の
医療職の禁煙支援は、禁煙支援をしない場合と比べ

て禁煙成功率が1.3倍に上昇し、さらに複数の職種2
職種以上となると禁煙成功率が2.4～2.5倍に上昇す
るなど、医療職はさまざまな機会に短時間でも禁煙
介入をすることが奨められている 5）。
日本の看護職の禁煙支援スキルの現状としては、
健診の場で保健指導を行う保健師 6）や禁煙外来に従
事する看護師 7）ですら、スキルを十分に学べていな
い、学習する機会が少ない、禁煙支援への自信が持
てないと感じている。一般病院の看護師ではさらに、
日常業務で行う禁煙支援実践は十分でなく、看護継
続教育において自己効力感を高めるトレーニングプ
ログラムの普及が課題に挙がっている 8）。所属施設
の中で看護職が禁煙支援を前向きに取り組むために
は、禁煙支援に対する自己効力感が重要 9）であり、
看護職が禁煙支援の自己効力感を向上できる学習機
会を提供することは急務であると考える。
なお、都道府県看護協会へ行った調査 10）では、回
答した協会の9割以上が「看護職が患者に行う禁煙支
援を教育啓発することは重要」としていた。その結果
を受け、我々は2018年度に全国の都道府県看護協
会に協力を仰ぎ、看護職を対象に禁煙支援研修会を
実施した。

【目　的】　本研究の目的は、看護職の禁煙支援に対する自己効力感や態度の向上を目的に行った禁煙支援研
修会を評価することである。
【方　法】　研修会は2018年5月～2019年1月、都道府県看護協会の協力のもと全国5か所で行った。参加
者総数338人、有効回答数303件。評価は無記名式質問紙調査の前後比較デザインとし、禁煙支援に対する
自己効力感、禁煙支援に対する態度や関心度などを測定した。
【結　果】　禁煙支援に対する自己効力感は全対象者が研修前に比べ研修後に有意に上昇した。群別では、研修
前禁煙支援に携わっていない者の禁煙支援に対する自己効力感、態度に関する項目もすべて有意に上昇した。
【考　察】　本研修会は、看護職の禁煙支援に対する自信や態度を向上するために有用なものである可能性が
示唆された。本研究では参加者が研修会参加後禁煙支援の行動に至ったかは不明である。
【結　論】　看護職に対する禁煙支援の研修会は禁煙支援に対する自己効力感や態度の向上に概ね有用であった。

キーワード：看護職、禁煙支援、自己効力感、行動変容ステージモデル、動機づけ面接

全国5か所で実施した看護職に対する 
禁煙支援研修会の効果:研修会前後の比較

瀬在　泉 1, 2、谷口千枝 2, 3、平野公康 2、若尾文彦 2

1．防衛医科大学校医学教育部看護学科 
2．国立がん研究センターがん対策情報センター、3．愛知医科大学看護学部
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本研究は、研修会参加者の禁煙支援の自己効力
感、それに伴う態度の向上に焦点を当て、研修会の
効果を検討することを目的とする。

研究対象・方法
1） 研修会の実施方法

2017年に全国の都道府県看護協会に対し、国立
がん研究センターがん対策情報センターたばこ政策
支援部より看護職向けの禁煙支援研修会開催の実施
協力を依頼し、2018年5月～2019年1月、山形県・
栃木県・沖縄県・京都府・大阪府にて計5回の研修
会を実施した。研修会の応募要領や参加条件は各看
護協会に一任した。研修会の参加者総数338人、そ
のうち有効回答数は303件（有効回答回収率89.6％）
であった。
参加者と有効回答数（有効回答率）の内訳は山

形県88人中78件（88.6％）、栃木県42人中39件
（92.9％）、沖縄県85人中73件（85.9％）、京都府45
人中37件（82.2％）、大阪府78人中76件（97.4％）で
あった。

2） 研修会のプログラム内容（図1）
研修会のプログラム内容は、事前調査 10）を踏まえ

「能動喫煙や受動喫煙の害などの情報提供」「カウンセ
リングスキルを含めた患者等に対する禁煙支援」を柱
とし、複数の禁煙学会認定専門指導者で検討した。
「能動喫煙や受動喫煙の害などの情報提供」は、講
師1名が各都道府県の喫煙率や禁煙外来の状況、喫
煙の害や法的整備状況、電子タバコや加熱式タバコ
の最新知識を加えて講義形式で実施した。
「カウンセリングスキルを含めた患者等に対する禁
煙支援」は、看護職禁煙支援が必要な理由を説明し

たのち、行動変容ステージモデル 11）に基づく禁煙支
援の具体的方法 12）、禁煙行動の無関心期・関心期
に有効とされる 13）動機づけ面接スタイル 14）の要素を
取り入れ、2名の講師により講義・演習形式で実施
した。
全体を通してどの看護職に対しても汎用性の高い

内容とし、特にこれまで禁煙支援を行っていない看
護職でも参加できる内容とした。研修全体の時間は、
参加のしやすさを考え質問紙調査の説明・記入を含
めて約5時間（1日）とした。

3） 評価方法と調査内容
研修会の効果を測るため、前後比較デザインによ

る無記名式質問紙調査を研修会前後に実施した。た
だし同一人物における研修会前後の得点比較を行う
ため、無作為に割り付けした同一番号シールを参加
者自身に貼ってもらい、回答後密封したうえで回収
した。
調査内容を以下に記す。
① 研修会前のみ：基本属性（5項目）、看護職勤務
年数、5A15）に基づく禁煙支援実施状況（5項目）、
普段禁煙支援に携わっているか。さらに、「普段
禁煙支援に携わっている」と答えた者に対して、
その内容（禁煙支援に携わっている場所・禁煙
支援年数・1年間にかかわる人数・時間・学習方
法・禁煙支援方法論の習得度）を尋ねた。

② 研修会後のみ（プログラム評価）：研修会の満足
度、内容の理解のしやすさ、内容の習得度や役立
ち度・知人への推薦度など。

③ 研修会前後：5Aに基づく禁煙支援の自己効力感
（自信）（知識の伝達・話題を振る・気持ちを聴
く・動機を強化する・自信を強化する・禁煙方

図1　研修会のプログラム内容

時間 内容 教授⽅法 配布資料
20分 本研修会及び調査の趣旨説明

質問紙調査研修前記⼊
質問紙調査

80分 能動喫煙や受動喫煙の害などの情報提供 講師1名
講義

使⽤スライド
パンフレット

180〜
200分

カウンセリングスキルを含めた患者等に
対する禁煙⽀援
１）⾏動変容ステージから考えよう
２）動機付け⾯接を禁煙⽀援に活かそう

講師2名
講義と演習

使⽤スライド
ワークシート

20分 質疑応答
質問紙調査研修後記⼊

図１．研修会のプログラム内容
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法の伝達・再喫煙時の声かけ・無関心期、関心
期の声かけ・準備期の声かけ）、禁煙支援に対す
る態度（自分自身の動機の高さ・患者に対する重
要度、禁煙支援への関心度・不安・困難度・楽
しさ）。

4） 調査項目の点数算出方法
① 5Aに基づく禁煙支援実施状況（5項目）（4件法）
 「必ず行う」4点、「時々行う」3点、「あまり行わ
ない」2点、「全く行わない」1点。

② 研修会の満足度、内容の理解のしやすさ、内容の
習得度・役立ち度（5件法）

 「非常に満足」「非常にわかりやすい」「十分習得で
きた」「非常に役立つ」5点、「まあまあ満足」「ま
あまあわかりやすい」「ある程度習得できた」「ま
あまあ役立つ」4点、「どちらともいえない」3点、
「あまり満足でない」「少し難しい」「あまり習得で
きない」「あまり役立たない」2点、「全く満足でな
い」「とても難しい」「全く習得できない」「全く役
立たない」1点。

③ 知人への推薦度（4件法）
 「ぜひ勧めたい」4点、「どちらかと言えば勧めた
い」3点、「あまりそう思わない」2点、「全くそう
思わない」1点。

④ 禁煙支援に対する自己効力感（自信）（10項目）、
禁煙支援に対する態度のうち患者に対する重要
度、禁煙支援への関心度・不安・困難度・楽し
さ（5件法）

 「とても」5点、「ある程度」4点、「どちらともいえ
ない」3点、「あまり」2点、「全くない」1点。

 （ただし、不安・困難度は逆転項目として算出）
⑤ 禁煙支援に対する自分自身の動機の高さ
 「大いにやる気がある」を100％、「全くやる気がな
い」を0％とした数値。

5）倫理的配慮
研究を実施するにあたり、研修会実施協力先の各

看護協会および参加者に対して、質問紙調査への協
力は参加者の自由意思であり回答如何にかかわらず不
利益は生じないこと、個人や施設名は特定されないこ
と、質問紙の回答をもって本研修会の評価に関する
調査参加への同意とすること等を質問紙調査に明記
したうえ、調査時にも口頭にて説明を行った。椙山女
学園大学看護学部研究倫理審査委員会の承認を受け

た（承認番号177, 承認年月日2018年2月27日）。

6）分析方法
対象者の基本属性、研修会のプログラム評価、禁
煙支援に対する自信や態度等について、全分析対象
者、および普段禁煙支援にすでに携わっている者と
携わっていない者の2群に分けて評価した。群間の
カテゴリーデータおよび数値データの単変量解析に
はMann-Whitney U test、またはChi-squared test、
群ごとの介入前後の変化はWilcoxon signed-rank 
testで検討した。有意水準は両側検定で5％とし、
IBM SPSS Ver.22を用いた。調査データの欠損値は
項目ごとに除外して集計・解析した。

結　果
1） 基本属性（表1、2）
平均年齢（標準偏差：SD）は43.5歳（SD 10.4）、
看護職平均年数は18.7年（SD 10.3）、職種は看護
師76.9％、保健師15.2％であった。勤務施設は病院
66.0％、診療所・クリニックが13.5％であった。
研修前、普段から禁煙支援に携わっていると回答

した者（以下「携わっている者」）は161人（53.1％）、
携わっていないと回答した者（以下「携わっていない
者」）は142人（46.9％）であり、基本属性のなかで両
者の差があったものは、性別、勤務施設であった。
「携わっている者」の禁煙支援に携わっている主な
場所は、禁煙外来が一番多く（63.4％）、次が健診の
保健指導（19.3％）であった。禁煙支援に携わって
いる年数は平均3.4年（SD 3.9）、1年間に禁煙支援
を行う人数は34.3人（SD 81.3）であった。1回の禁
煙支援時間は約20分、禁煙支援を学ぶ方法は、講
演会・勉強会（54.7％）、医師や先輩、同僚から学ぶ
（57.8％）が多く、禁煙支援スキルの習得状況として
は、7割以上の者が「どちらとも言えない」「あまりで
きない」「全くできない」と回答した。

2） 研修会のプログラム評価（表3、4）
満足度、理解のしやすさ、臨床で実施するか、臨
床で役立つか、研修時間の長さ、今後も参加したい
か、誰かに勧めたいか、の項目において、肯定的な
回答が9割以上であった。また、看護協会に今後も
同様の禁煙支援研修会を実施してほしいとの回答も
9割以上であった。
「携わっている者」と「携わっていない者」の両群間で
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表1　基本属性

表2　普段から禁煙支援に携わっている者の基本属性（N＝161）

全対象者
N＝303

携わっている者
N＝161（53.1）

携わっていない者
N＝142（46.9）

実施場所（期日） 山形県（2018年  5月） 78 (23.5) 35 (21.7) 43 (30.3)        
栃木県（2018年  7月） 39 (11.7) 16 (9.9) 23 (16.2)

沖縄県（2018年10月） 73 (22.0) 45 (28.0) 28 (19.7)

京都府（2018年12月） 37 (11.1) 22 (13.7) 15 (10.6)

大阪府（2019年  1月） 76 (22.9) 43 (26.7) 33 (23.2)

性　別 男　性 22 (7.3) 5 (3.1) 17 (12.0)＊

女　性 280 (92.4) 156 (96.9) 124 (87.3)

無記入 1 (0.3) 0 1 (0.7)

年　齢 43.5 (SD10.4) 44.5 (SD9.7) 42.4 (SD11.0)

看護職年数 18.7 (SD10.3) 19.3 (SD9.9) 18.0 (SD10.7)

職　種 保健師 46 (15.2) 30 (18.6) 16 (11.3)

助産師 8 (2.6) 2 (1.2) 6 (4.2)

看護師 233 (76.9) 119 (73.9) 114 (80.3)

准看護師 16 (5.3) 10 (6.2) 6 (4.2)

勤務施設 病　院 200 (66.0) 93 (57.8) 107 (75.4)＊

診療所・クリニック 41 (13.5) 34 (21.1) 7 (4.9)

健診センター 20 (6.6) 14 (8.7) 6 (4.2)

市町村、保健所 9 (3.0) 5 (3.1) 4 (2.8)

企　業 6 (2.0) 5 (3.1) 1 (0.7)

その他 27 (8.9) 10 (6.2) 17 (12.0)

数値は人数（％）
＊「携わっている者」と「携わっていない者」の単変量解析にて、p＜0.05 
　（年齢・看護職年数はMann-Whitney U test、それ以外はChi-squared test）

禁煙支援に携わっている主な場所（複数回答） 禁煙外来 102 (63.4)

健診の保健指導等 31 (19.3)

地域の禁煙教室等 7 (4.3)

施設の喫煙対策委員会等 8 (5.0)

その他 31 (19.3)

禁煙支援に携わっている年数 3.4 (SD3.9)

1年間に禁煙支援を行う人数 34.3 (SD81.3)

1回の禁煙支援時間（分） 19.1 (SD13.3)

禁煙支援を学ぶ方法（複数回答） 講演会・勉強会 88 (54.7)

本 81 (50.3)

インターネット 62 (38.5)

医師や先輩、同僚 93 (57.8)

その他 10 (6.2)

研修前の禁煙支援スキルの習得状況 十分できた 1 (0.6)

ある程度できた 42 (26.1)

どちらともいえない 53 (32.9)

あまりできない 54 (33.5)

全くできない 8 (5.0)

無記入 3 (1.9)

数値は人数（％）
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表3　研修会のプログラム評価①

全対象者
N＝303

携わっている者
N＝161（53.1）

携わっていない者
N＝142（46.9）

満足度 とても満足 204 (67.3) 110 (68.3) 94 (66.2)

まぁまぁ満足 96 (31.7) 50 (31.1) 46 (32.4)

どちらとも言えない 3 (1.0) 1 (0.6) 2 (1.4)

あまり満足でない 0 0 0

全く満足でない 0 0 0

理解のし易さ とてもわかりやすい 203 (67.0) 111 (68.9) 92 (64.8)

まぁまぁわかりやすい 92 (30.4) 46 (28.6) 46 (32.4)

どちらとも言えない 3 (1.0) 1 (0.6) 2 (1.4)

少し難しい 1 (0.3) 1 (0.6) 0

とても難しい 0 0 0

無記入 4 (1.3) 2 (1.2) 1 (0.7)

習得度 十分習得できた 32 (10.6) 18 (11.2) 14 (9.9)

ある程度習得できた 230 (75.9) 125 (77.6) 105 (73.9)

どちらとも言えない 38 (12.5) 16 (9.9) 22 (15.5)

あまり習得できない 2 (0.7) 1 (0.6) 1 (0.7)

全く習得できない 0 0 0

無記入 1 (0.3) 1 (0.6) 0

臨床で実施するか ぜひ実施しようと思う 141 (46.5) 85 (52.8) 56 (39.4)

できるだけ実施しようと思う 155 (51.2) 71 (44.1) 84 (59.2)

あまり実施する気がない 4 (1.3) 2 (1.2) 2 (1.4)

全く実施する気がない 1 (0.3) 1 (0.6) 0

無記入 2 (0.7) 2 (1.2) 0

臨床で役立つか 非常に役立つ 166 (54.8) 92 (57.1) 74 (52.1)

ある程度役立つ 121 (39.9) 62 (38.5) 59 (41.5)

どちらとも言えない 11 (3.6) 4 (2.5) 7 (4.9)

あまり役立たない 5 (1.7) 3 (1.9) 2 (1.4)

全く役立たない 0 0 0

数値は人数（％）
「携わっている者」と「携わっていない者」の単変量解析（Chi-squared test）にて全て no significant difference
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表4　研修会のプログラム評価②
全対象者
N＝332

携わっている者
N＝161（53.1）

携わっていない者
N＝142（46.9）

研修時間の長さ ちょうどよい 273 (90.1) 147 (91.3) 126 (88.7)

長すぎる 18 (5.9) 11 (6.8) 7 (4.9)

短かすぎる 11 (3.6)   3 (1.9) 8 (5.6)

無記入   1 (0.3) 0 1 (0.7)

今後も参加したいか ぜひ参加したい 175 (57.8) 101 (62.7) 74 (52.1)

どちらかといえば参加したい 120 (39.6)   58 (36.0) 62 (43.7)

あまり参加したくない   6 (2.0)   2 (1.2) 4 (2.8)

参加する気はない   2 (0.6) 0 2 (1.4)

誰かに勧めたいか ぜひ勧めたい 188 (62.0) 110 (68.3)   78 (54.9)＊

どちらかと言えば勧めたい 109 (36.0)   50 (31.1) 59 (41.5)

あまり勧めたくない   6 (2.0)   1 (0.6) 5 (3.5)

全く勧めたくない 0 0 0

看護協会に禁煙支援研修会
を開催してほしいか

とてもそう思う 214 (70.6) 119 (73.9) 95 (66.9)

ややそう思う   73 (24.1)   36 (22.4) 37 (26.1)

どちらとも言えない 13 (4.3)   6 (3.7) 7 (4.9)

あまりそう思わない   1 (0.3) 0 1 (0.7)

全く思わない 0 0 0
無記入   2 (0.7) 0 2 (1.4)

数値は人数（％）
＊「携わっている者」と「携わっていない者」の単変量解析（Chi-squared test）にて、p＜0.05

差があった項目は、誰かに勧めたいか、であり、「携
わっている者」の68.3％が「ぜひ勧めたい」と回答した。

3） 研修会前の禁煙支援への自信や態度・行動の 

特徴（表5）
研修会前の禁煙支援への自信や態度・行動の得点
を表5に示す。自信に関する項目は、「携わってい
る者」は「携わっていない者」に比べ、すべての項目
において有意に高かった。態度に関する項目は、禁
煙支援への動機の高さ、禁煙支援を行う楽しさにお
いて、「携わっている者」は「携わっていない者」に比
べ、有意に高かった。一方で、禁煙支援を行う重要
度・関心度・不安や困難度は、両者の差は有意には
認められなかった。行動に関する項目は、「喫煙状
況を確認する」以外は「携わっている者」が「携わっ
ていない者」に比べ有意に実施していた。

4） 研修会後の禁煙支援への自信や態度の特徴（表5）
研修会後の禁煙支援への自信や態度の得点を表5

に示す。自信に関する項目すべて、態度に関する項

目すべてにおいて、「携わっている者」と「携わってい
ない者」の差は認められなかった。

5） 研修会前後の禁煙支援への自信や態度の変化
（表6）
全対象者において、自信に関する項目すべてが有

意に高くなっていた。また、態度に関する項目は、
禁煙支援を行う重要度、禁煙支援への関心度を除く
項目において、有意に禁煙支援に対する肯定的な変
化が認められた。
群別の変化では、「携わっている者」は研修会前

後で、自信に関する項目すべて、態度に関する項目
は禁煙支援を行う重要度、禁煙支援への関心度を除
く項目において、有意に禁煙支援に対する肯定的な
変化が認められた。一方、「携わっていない者」は自
信に関する項目、態度に関する項目すべてにおいて、
有意に肯定的な変化が認められた。

考　察
本研究は全国5か所で実施した看護職に対する禁
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表6　研修会前後の禁煙支援への自信や態度の変化
全対象者（Ｎ＝303） 携わっている者（Ｎ＝161） 携わっていない者（Ｎ＝142）

研修前 研修後 前後差 研修前 研修後 前後差 研修前 研修後 前後差

自信 一般的な情報と知識を伝える 2.5 (1.0) 3.4 (0.7) p＜0.001 2.7 (1.0) 3.5 (0.7) p＜0.001 2.2 (0.9) 3.3 (0.8) p＜0.001

禁煙の話題を振る 2.9 (1.0) 3.8 (0.7) p＜0.001 3.2 (1.0) 3.9 (0.7) p＜0.001 2.6 (1.0) 3.8 (0.7) p＜0.001

禁煙について気持ちを聴く 3.2 (1.0) 3.9 (0.6) p＜0.001 3.4 (1.0) 4.0 (0.6) p＜0.001 3.0 (1.0) 3.9 (0.6) p＜0.001

禁煙の動機を強化する 2.5 (1.0) 3.5 (0.7) p＜0.001 2.7 (1.0) 3.5 (0.7) p＜0.001 2.2 (0.9) 3.6 (0.7) p＜0.001

禁煙に対する自信を強化する 2.4 (0.9) 3.5 (0.7) p＜0.001 2.6 (0.9) 3.5 (0.7) p＜0.001 2.1 (0.9) 3.5 (0.7) p＜0.001

具体的な禁煙方法を伝える 2.6 (1.1) 3.6 (0.8) p＜0.001 2.9 (1.0) 3.5 (0.8) p＜0.001 2.1 (0.9) 3.6 (0.8) p＜0.001

再喫煙時の声かけ 2.4 (1.0) 3.4 (0.8) p＜0.001 2.7 (1.0) 3.4 (0.8) p＜0.001 2.0 (0.9) 3.4 (0.8) p＜0.001

無関心期・関心期の声かけ 2.2 (1.0) 3.5 (0.7) p＜0.001 2.5 (1.0) 3.5 (0.7) p＜0.001 2.0 (0.9) 3.5 (0.7) p＜0.001

準備期の声かけ 2.4 (1.0) 3.6 (0.7) p＜0.001 2.8 (1.0) 3.6 (0.7) p＝0.001 2.0 (0.9) 3.6 (0.7) p＜0.001

態度 禁煙支援への動機の高さ 65.4 (21.0) 75.6 (16.9) p＜0.001 68.5 (18.6) 74.8 (17.6) p＝0.001 61.9 (23.1) 76.6 (16.1) p＜0.001

禁煙支援を行う重要度 4.6 (0.6) 4.7 (0.5) p＝0.060 4.6 (0.5) 4.7 (0.5) p＝0.607 4.5 (0.6) 4.7 (0.5) p＝0.035

禁煙支援を行う関心度 4.3 (0.7) 4.4 (0.6) p＝0.052 4.4 (0.6) 4.4 (0.6) p＝0.901 4.2 (0.8) 4.4 (0.6) p＝0.007

禁煙支援を行う不安 2.0 (0.9) 2.3 (0.8) p＜0.001 1.9 (0.9) 2.3 (0.8) p＝0.001 2.0 (0.8) 2.3 (0.8) p＝0.003

禁煙支援を行う困難度 1.6 (0.7) 2.0 (0.9) p＜0.001 1.6 (0.8) 2.0 (0.9) p＜0.001 1.5 (0.7) 2.0 (0.9) p＜0.001

禁煙支援を行う楽しさ 3.1 (1.0) 3.7 (0.8) p＜0.001 3.3 (0.9) 3.7 (0.8) p＝0.001 2.9 (1.0) 3.8 (0.8) p＜0.001

数値は平均得点（SD）
「研修前」と「研修後」の単変量解析（対応サンプルによるWilcoxon signed-rank test）

表5　研修会前後の禁煙支援への自信や態度・行動の特徴

研修前 研修後
①携わって 

いる者
N＝161

②携わって 
いない者
N＝142

①②比較
③携わって 

いる者
N＝161

④携わって 
いない者
N＝142

③④比較

自信 一般的な情報と知識を伝える 2.7 (1.0) 2.2 (0.9) p＜0.001 3.5 (0.7) 3.3 (0.8) p＝0.072
禁煙の話題を振る 3.2 (1.0) 2.6 (1.0) p＜0.001 3.9 (0.7) 3.8 (0.7) p＝0.299
禁煙について気持ちを聴く 3.4 (1.0) 3.0 (1.0) p＜0.001 4.0 (0.6) 3.9 (0.6) p＝0.353
禁煙の動機を強化する 2.7 (1.0) 2.2 (0.9) p＜0.001 3.5 (0.7) 3.6 (0.7) p＝0.231
禁煙に対する自信を強化する 2.6 (0.9) 2.1 (0.9) p＜0.001 3.5 (0.7) 3.5 (0.7) p＝0.675
具体的な禁煙方法を伝える 2.9 (1.0) 2.1 (0.9) p＜0.001 3.5 (0.8) 3.6 (0.8) p＝0.170
再喫煙時の声かけ 2.7 (1.0) 2.0 (0.9) p＜0.001 3.4 (0.8) 3.4 (0.8) p＝0.870
無関心期・関心期の声かけ 2.5 (1.0) 2.0 (0.9) p＜0.001 3.5 (0.7) 3.5 (0.7) p＝0.723
準備期の声かけ 2.8 (1.0) 2.0 (0.9) p＜0.001 3.6 (0.7) 3.6 (0.7) p＝0.968

態度 禁煙支援への動機の高さ 68.5 (18.6) 61.9 (23.1) p＝0.018 74.8 (17.6) 76.6 (16.1) p＝0.469
禁煙支援を行う重要度 4.6 (0.5) 4.5 (0.6) p＝0.161 4.7 (0.5) 4.7 (0.5) p＝0.869
禁煙支援を行う関心度 4.4 (0.6) 4.2 (0.8) p＝0.072 4.4 (0.6) 4.4 (0.6) p＝0.322
禁煙支援を行う不安 1.9 (0.9) 2.0 (0.8) p＝0.720 2.3 (0.8) 2.3 (0.8) p＝0.943
禁煙支援を行う困難度 1.6 (0.8) 1.5 (0.7) p＝0.276 2.0 (0.9) 2.0 (0.9) p＝0.271
禁煙支援を行う楽しさ 3.3 (0.9) 2.9 (1.0) p＜0.001 3.7 (0.8) 3.8 (0.8) p＝0.482

行動 喫煙状況を確認する 3.4 (0.7) 3.2 (0.8) p＝0.060 ― ― ―
「禁煙しましょう」と伝える 3.0 (0.7) 2.8 (0.9) p＝0.007 ― ― ―
行動変容ステージを確認する 2.9 (0.9) 2.3 (0.9) p＜0.001 ― ― ―
禁煙の具体的方法を伝える 2.7 (0.8) 1.9 (0.8) p＜0.001 ― ― ―
禁煙外来などを紹介する 2.7 (0.7) 1.9 (0.9) p＜0.001 ― ― ―

数値は平均得点（SD）
「携わっている者」と「携わっていない者」の単変量解析（Mann-Whitney U test）



日本禁煙学会雑誌　第15巻第3号　2020年（令和2年）9月15日

77

看護職に対する禁煙支援研修会の効果

煙支援研修会の効果について検討した。
研修会のプログラム評価は、9割以上の参加者が

肯定的な評価であった。研修会前後の比較では、禁
煙支援に対する自信に関するすべての項目が上昇し
（研修会後の自信に関するすべての項目で3点以上）、
禁煙支援に対する態度も概ね肯定的な態度へ変化し
た。人は何かを行うときに「～できる」確信（自己効
力）を持っていることで行動化される 16）が、看護職
が行う禁煙支援も同様である。例えば、研修会前は
「無関心期・関心期の声掛け」の自信の点数が全対象
者にて5点中2.3点と9項目の中で最も低かったもの
の、研修後には3.5点となり研修後1.2点の上昇が認
められた。禁煙支援の中でも行動変容の準備性の低
い無関心期や関心期への対応は難しいが、自信が向
上することで行動に繋がる可能性が示唆された。
なお、研修前後の変化が認められなかったものは、

「禁煙支援を行う重要度」と「禁煙支援を行う関心度」
であるが、これは本研修会に参加している者の禁煙
支援を行う重要度、関心度が研修前から高い（重要
度4.6点、関心度4.3点）ため、有意な変化には至ら
なかったものと考えられる。これらの結果から、こ
の研修会は、看護職の禁煙支援に対する自信や態度
を向上するために有用なものである可能性が確認さ
れた。
看護職が行う禁煙支援の必要性は先行研究 4, 7, 8）で

も述べられている。すべての看護職が禁煙支援の訓
練を受けることにより多くの患者が救われ、その訓
練時間は1時間程度のものであっても効果が認めら
れている 17）。本研修会は、看護職がいつでもどこで
も短時間でも、その場に応じた禁煙支援を広く行う
ことが重要と考え、禁煙支援に携わっている者の禁
煙支援に対する自信や態度の向上はもとより、今は
禁煙支援に積極的には携わっていない者でも、禁煙
支援を気軽に行えるよう自信が持てることを目指し
た。プログラム評価、禁煙支援に対する自信や態度
の評価を、禁煙支援に携わっている者、携わってい
ない者の2群に分けて分析したが、両者の回答の傾
向が大きく異なる項目はなかった。むしろ、禁煙支
援に携わっていない者の禁煙支援の重要度や関心度
が研修前に比べて研修後有意に向上していることや、
研修前は禁煙支援に携わっている者と携わっていな
い者の禁煙支援に対する自信や態度の得点は有意に
差があったものの、研修後は禁煙支援に対する自信
や態度の得点差はなくなっていた。得点はあくまで

も主観的なものであるため両者を一概に比較できな
いが、禁煙支援に携わっている者にも携わっていな
い者にも概ね有用なプログラム内容である可能性は
確認された。有馬ら 8）は看護継続教育において自己
効力感を高めるプログラムの普及を課題に挙げてい
るが、その課題に沿った内容であったと考える。
本研修会は、これまでの調査結果 7, 10）を踏まえ看

護職が禁煙支援を行う際に役立つ内容とした。知識
の面では、能動喫煙や受動喫煙の健康の害、さらに
は国内で急速に流行している加熱式タバコや電子タ
バコの最新情報を加えた。カウンセリングスキルを
含めた患者等に対する禁煙支援では、禁煙支援に有
効とされる理論を基本に、看護職はいつでもどこで
も禁煙支援が可能な職種であり声かけ1つから始め
ればよいこと、行動変容ステージに応じた具体的な
支援方法、事例を用いての具体的な動機の強化、喫
煙者の持つ両価性の理解と禁煙への関心に繋がる発
言の引き出し方、情報提供の方法など、ペア演習も
交えつつ、できるだけ楽しい雰囲気のなかで学べる
よう工夫した。
本研究の特徴的な点は、地域における看護職のプ

ラットフォームである都道府県看護協会に協力を得
て、各地でほぼ同じプログラムを実施、評価した点
である。これまで国内でも看護職に特化した禁煙支
援のトレーニングは報告されている 18, 19）が、東北か
ら沖縄まで直接出向き、同じプログラムを看護職に
実施し評価を行った研究は初めてである。
本研究に先立ち2017年に行った調査 10）では、多

くの都道府県看護協会は日本看護協会が2004年
に公表した「看護者たちの禁煙アクションプラン
2004」20）に倣った形でタバコ対策に関する行動計画
が作られ、禁煙支援リーダー研修会等が行われてい
たが、当時は看護職自体の喫煙率低減を目的とした
側面があり、今回企画したような患者等への禁煙支
援の講習会よりも、看護職の喫煙率把握や看護職に
対する禁煙教育を行う看護協会が多かった。そのた
め、2017年の調査時点では、引き続きタバコ対策行
動計画を立てている看護協会は41施設中8施設、タ
バコ対策や禁煙支援に関する研修を行っている看護
協会は41施設中9施設であった。看護職に求められ
る知識・技術は多岐に渡るため、さまざまな研修会
が企画されるなか、このような形で禁煙支援の研修
会を開催できたことは一定の評価に値すると考える。
また、本研修会の参加者は平均年齢44歳、看護職
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平均年数は約19年と職場で管理的な立場である年代
が中心であり、臨床や地域において研修会の内容を
伝達してもらうことにより、禁煙支援の裾野が広が
る一助となると考える。
緒言で述べたように、国の施策として禁煙支援の

一層の充実は求められている 2）ものの、「健康日本
21（第二次）」中間評価報告書 21）では、現状のままで
は最終評価までに目標到達が危ぶまれるものとして、
「成人の喫煙率の減少（喫煙をやめたい者がやめる）」
が挙がっている。また、ニコチン依存症管理料によ
る禁煙治療の効果等に関する調査 22）でも、禁煙外来
5回終了者は全体の3割、また9か月後の禁煙継続率
も5割に満たなかった。禁煙治療者数自体が減少傾
向にあり 23）加熱式タバコの台頭による禁煙動機の減
退も十分に考えられるため 24）、禁煙支援は喫煙者が
自ら足を運ぶ禁煙外来だけでの取り組みでは不十分
である。そのようななかで、人々にとって身近な医
療従事者である看護職が、禁煙支援に関する知識を
身につけさまざまな場面で喫煙者と気軽にコミュニ
ケーションをとりながら、自信を持って禁煙の第一
歩を支援することに繋がることを期待したい。
本研究の限界を述べる。本研究は研修会前後の

分析評価であり、あくまでも参加者の禁煙支援に対
する自信や態度の変化についての評価である。した
がって、参加者が研修会に参加後禁煙支援について
どのような行動に至ったかについては不明であるた
め、さらに長期的な検討が必要である。また、今回
用いた評価項目は、KAPモデル 25）に基づき禁煙支援
に経験のある複数の専門家で検討を行ったものの信
頼性・妥当性は確認していない。さらに、対照群を
設けていない評価デザインであるため、参加者の禁
煙支援に対する自信や態度の変化が本研修会のみに
よるものかは不明である。
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看護職に対する禁煙支援研修会の効果

Evaluation of a smoking cessation support training program for nurses at  
five locations nationwide: Comparison before and after the workshop

Izumi Sezai1, 2 , Chie Taniguchi2, 3, Tomoyasu Hirano2, Fumihiko Wakao2

Abstract
Objectives: The aim of the study is to evaluate the results of the smoking cessation workshop for nursing stuff, 
particularly nurses’ self-efficacy in smoking cessation support.
Methods: This program was held from May 2018 to January 2019 at five locations nationwide. The total 
number of participants was 338, and the number of valid responses was 303. The evaluation of the workshop 
was conducted via anonymous questionnaire survey, using a before-and-after comparison design. The main 
survey items were self-efficacy, attitude, and motivation regarding smoking cessation support. 
Results: Self-efficacy in smoking cessation support after training was significantly higher relative to that 
before training. Participants who did not routinely provide smoking cessation support before training showed 
significant positive changes in both attitudes and self-efficacy.
Discussion: The results showed that self-efficacy and attitudes of nursing staff toward smoking cessation sup-
port generally improved after training. In this study, it is unclear whether the participants reached the behavior 
of smoking cessation support after participating in the workshop.
Conclusion: These workshops on smoking cessation support for nurses were generally useful for improving 
self-efficacy for smoking cessation support.

Key words
nurse, smoking cessation support, self-efficacy, transtheoretical model of behavior change,
motivational interviewing
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日本禁煙学会の対外活動記録
（2020年7月〜8月）

	 7月	13日	 日本禁煙学会HPに「喫煙は新型コロナウイルス感染症の悪化と関連する：11,590名のメタアナリ
シス（2020/5/13）」を掲載しました。

	 7月	16日	 日本禁煙学会HPに2019年度無煙映画大賞を掲載しました。
	 8月	 8日	 日本禁煙学会HPに「加熱式タバコおよびFDAのアイコスに関する決定に対するWHOステート

メント」を掲載しました。
	 8月	 8日	 日本たばこ産業株式会社（JT）からの寄付金について、国際条約に反して、違法に自治体がJTから

の寄付金を受け取ることがないようにご注意をよろしくお願いいたします。
	 8月	10日	「喫煙者は重症化の怖れがあり、自宅療養の適用外　厚労省」（2020/8/8）。
	 8月	15日	 居酒屋なのに「喫煙目的店」を掲げている店について、出入口において喫煙室（店）の外側から内

側に流入する空気の気流が0.2 m/秒 以上であることが必要です。違反時の罰則は：50万円以下
です。

	 8月	31日	 紙巻きタバコおよび電子タバコを使用する若者は新型コロナに感染しやすい。
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